
2022 年 2 月 5 日 

 

受益者のみなさま 

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社 

 

 

「日経２２５マザーファンド」約款変更のお知らせ 

 
 
拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。 
平素は弊社の投資信託に格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。 

 
 さて、弊社「三菱ＵＦＪ インデックス２２５オープン」他計９ファンドの投資
対象マザーファンドである「日経２２５マザーファンド」につきまして、下記の
とおり約款変更を行いましたので、お知らせ申し上げます。 
 
本件変更後も当該ファンドの運用方針および運用プロセスには変更はございま

せん。また、本件の変更による当該ファンドの運営への影響はございません。 
 
本件変更の趣旨についてご理解賜りますとともに、今後とも弊社投資信託をご

愛顧の程、よろしくお願い申し上げます。 
 

本件変更に関しまして、受益者のみなさまのお手続きは不要です。 

 
敬具 

 

記 

 

1．対象ファンド 

 日経２２５マザーファンド 

2．約款変更日 

 2022年2月5日 

3. 変更内容 

等株数投資にかかる記載の削除（※詳細は別紙をご参照ください。） 
 

4．変更理由 

当該ファンドのベンチマークである日経平均トータルリターン・インデックスの

算出要領が改定されたことに伴い変更を行うもの。 

   



 

5．「日経２２５マザーファンド」に投資するファンド 

以下、表の通りです。 

 

項番 ファンド名称 

① 三菱ＵＦＪ インデックス２２５オープン※ 

② 三菱ＵＦＪ インデックス２２５オープン（確定拠出年金）※ 

③ インデックス・タイプ（ミリオン）※ 

④ 夢楽章 日経平均オープン※  

⑤ インデックスファンド２２５※ 

⑥ ＜ＤＣ＞インデックスファンド２２５※ 

⑦ ｅＭＡＸＩＳ 日経２２５インデックス 

⑧ つみたて日本株式（日経平均） 

⑨ ｅＭＡＸＩＳ Ｓｌｉｍ 国内株式（日経平均） 

 

※約款変更日以降の各ファンドの目論見書の定例改版時に、本件に関する目論見

書の記載を変更いたします。 

 

以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

・ 本お知らせに関するお問い合わせ 

   三菱ＵＦＪ国際投信 お客さま専用フリーダイヤル 0120-151034 

 【受付時間／9：00～17：00（土・日・祝日・12 月 31 日～1月 3日を除く）】 

・ 受益者さまの個別のお取引内容についてのお問い合わせ 

  お取引のある販売会社の本支店へお問い合わせください。 



 
 

約款変更新旧対照表 
 

日経２２５マザーファンド 

 
変更後（新） 変更前（旧） 

運用の基本方針 

２．運用方法 

（１）投資対象 

（略） 

（２）投資態度 

主として対象インデックスに採用されて

いる株式に投資を行い、信託財産の１口

当たりの純資産額の変動率を対象インデ

ックスの変動率に一致させることを目的

とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにで

きるだけ連動させるため、株式の実質投

資比率（組入現物株式の時価総額に株価

指数先物取引等の買建て額を加算し、ま

たは株価指数先物取引等の売建て額を控

除した額の信託財産の純資産総額に対す

る割合をいいます。）は、原則として高位

を維持します。ただし、対象インデック

スとの連動を維持するため、実質投資比

率を引き下げる、あるいは実質投資比率

を100％以上に引き上げる運用指図を行

うことがあります。 

なお、市況動向および資金動向等により、

上記のような運用が行えない場合があり

ます。 

（以下、略） 

運用の基本方針 

２．運用方法 

（１）投資対象 

（略） 

（２）投資態度 

主として対象インデックスに採用されて

いる株式に投資を行い、信託財産の１口

当たりの純資産額の変動率を対象インデ

ックスの変動率に一致させることを目的

とした運用を行います。 

投資成果を対象インデックスの動きにで

きるだけ連動させるため、次のポートフ

ォリオ管理を行います。 

（イ）原則として上記投資対象銘柄に等

株数投資を行います。 

（ロ）株式の実質投資比率（組入現物株

式の時価総額に株価指数先物取引

等の買建て額を加算し、または株

価指数先物取引等の売建て額を控

除した額の信託財産の純資産総額

に対する割合をいいます。）は、原

則として高位を維持します。ただ

し、対象インデックスとの連動を

維持するため、実質投資比率を引

き下げる、あるいは実質投資比率

を100％以上に引き上げる運用指

図を行うことがあります。 

なお、市況動向および資金動向等により、

上記のような運用が行えない場合があり

ます。 

（以下、略） 

以上 

別紙 


